
公共政策大学院では、「地域交通政策研究」の授業において、
下記のとおり、北海道旅客鉄道㈱代表取締役社長 綿貫泰之氏
からお話を伺います。
新型コロナが５類に引き下げられた後もリモート会議の普及な

ど、行動様式の変化により鉄道の輸送量はコロナ前の100％に
は戻っていません。また、資材調達・エネルギーコストの増加に
加え、人材確保も喫緊の課題となっています。
今後の人口減少を踏まえると、将来的にも鉄道の輸送量はコ

ロナ前の状態に戻らないことを念頭に、事業構造の変革を一段
と進める必要があります。
これらのことを踏まえて、ＪＲ北海道の当面の対応、今後の取

り組みについて紹介するとともに、地域交通を持続的に維持す
るために進めてきた取り組み事例を報告し、今後の地域協議の
方向性について考察します。

 

日時：10月22日(火)16:50-18:35(5限)
場所：国際学術総合研究棟4階

 SMBC Academia Hall

－問い合わせ： 交通・観光政策研究ユニット ttpu@pp.u-tokyo.ac.jp－

※履修登録者以外の本学学生の参加を歓迎いたします
（使用言語： 日本語、本学学生以外の一般の方は参加出来ません。）。

Guest Speaker Seminar

（対面授業にて開催）

北海道旅客鉄道㈱
代表取締役社長

綿貫 泰之 氏 

「広域における公共交通の維持・確保 ～北海道の鉄道をめぐって～」

http://www.pp.u-tokyo.ac.jp/tag/guest-speaker-seminar/


公共政策大学院では、「地域交通政策研究」の授業において、下記のとおり、両備グルー
プ代表兼CEO / (一財)地域公共交通総合研究所 代表理事 小嶋 光信 氏からお話を伺いま
す。
今年7月に発表したアンケート調査の結果、3年余に及ぶコロナ禍での人流制限も解け利

用客も回復に向かってはいますが、危惧していたようにコロナ禍後も利用客は1割以上戻らず、
コロナ禍での負債を全額負担できるとする企業が2割増加し約3割となった半面、損害を「負
担できない」とする事業者が約4割で推移して経営状況は2極分化してきていることが判明しま
した。また人材不足が深刻で、多くの事業者が減便や路線廃止で対応しており、負の連鎖の
拡大が懸念されます。
一方、明るい動きとして、「利用促進策」を自治体と連携して実施しているとの回答が約6割、

EV化などのGXに取組んでいる企業が3割、キャッシュレスなどのＤＸに取組んでいる企業が
半数で、厳しい経営状態の中でも必死に将来を見据えて取組んでいる姿が垣間見られます。

ここにきて業界の流れが大きく変化している点は、従来は「補助金を充実して欲しい」とい
う意見が多かったのですが、今回の調査では「公有民営化やエリア一括協定運行などのビジ
ネスモデル変更での利益体質への制度改革や法改正による抜本的改革を求める声」が8割
以上となってきたことです。

国も「地域交通の競争から協調へ」と大きく舵を切り、やっと地域交通は国家的政策課題
となり、地域公共交通のネットワーク維持が国家的課題となって本格的に動き始めています。

本講では、果たして現状の延長線上に地域公共交通の「明るい明日」はあるのか、いかな
る対策をすれば地域交通を赤字から黒字のビジネスモデルへと抜本的に変換できるのかを
具体的に語ります。

 

日時：10月29日(火)16:50-18:35(5限)
場所：国際学術総合研究棟4階

 SMBC Academia Hall

－問い合わせ： 交通・観光政策研究ユニット ttpu@pp.u-tokyo.ac.jp－

※履修登録者以外の本学学生の参加を歓迎いたします
（使用言語： 日本語、本学学生以外の一般の方は参加出来ません。）。

Guest Speaker Seminar

（対面授業にて開催）

両備グループ代表兼CEO /
(一財)地域公共交通総合研究所 

代表理事

小嶋 光信 氏 

｢サステイナブルな地域公共交通事業 ～コロナ禍後も続く万年赤字体質の地域公

共交通を如何にして夢のあるビジネスモデルへと変換していくか～｣

http://www.pp.u-tokyo.ac.jp/tag/guest-speaker-seminar/
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